
                
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

   

 

 

 

 

 

第 978 号 

AFN-0978 

 

1994199419941994 年年年年 1111 月月月月 17171717 日創刊日創刊日創刊日創刊    毎週発行毎週発行毎週発行毎週発行    

葵総合経営葵総合経営葵総合経営葵総合経営センターセンターセンターセンターだよりだよりだよりだより週刊版週刊版週刊版週刊版    

H25.   ６６６６／／／／２４２４２４２４（（（（月月月月）））） 

『タックスヘイブン情報 ＦＴＡ諸国にて共有化進む』 

    21212121 世紀世紀世紀世紀をををを創造創造創造創造するするするする中小企業中小企業中小企業中小企業ののののベストパートナーベストパートナーベストパートナーベストパートナー            〒〒〒〒460460460460----0012001200120012    名古屋市中区千代田三丁目名古屋市中区千代田三丁目名古屋市中区千代田三丁目名古屋市中区千代田三丁目 14141414 番番番番 22222222 号号号号    

                                                                                                                                                            (    (    (    (葵総合税理士法人葵総合税理士法人葵総合税理士法人葵総合税理士法人))))    

                                                                                                                TELTELTELTEL：：：：(052) 331(052) 331(052) 331(052) 331----1768176817681768    FAXFAXFAXFAX：：：：(052) 332(052) 332(052) 332(052) 332----5282528252825282    

                                                                    『『『『HomepageHomepageHomepageHomepage』』』』http://www.aoihttp://www.aoihttp://www.aoihttp://www.aoi----cms.com/cms.com/cms.com/cms.com/        『『『『eeee----mailmailmailmail』』』』aoiaoiaoiaoi@aoi@aoi@aoi@aoi----cms.comcms.comcms.comcms.com    

オーストラリア、米国及び英国の税務当局はこのほど、タックスヘイブン国・地域（オフショ

ア）を利用した複雑なスキームを明らかにする極めて大量の情報を入手した。我が国の国税庁は、

それらのデータのうち日本の納税者に関連すると見込まれるものをオーストラリア国税庁から

提供され、既に分析を開始している。 

先月１６、１７日にモスクワで開催されたＯＥＣＤ税務長官会議（ＦＴＡ）では、国境を越え

た金融取引についての情報収集能力の改善、銀行取引の解明、受益者の特定を行うツールを開発

したとして、上記３カ国が入手した情報を関係国税務当局で共有すべく利用していく旨が合意さ

れた。ＦＴＡメンバーが一体的な行動を行い、税務行政の効率を向上させると同時に、国際的な

脱税及び濫用的租税回避に断固として対抗するとの強い意思を表明。脱税者及びその幇助者に対

しては、どれほど必死に隠蔽しようとも見逃すことはないという強いメッセージで最終声明が締

めくくられた。 

従来従来従来従来からからからから国税庁国税庁国税庁国税庁においてはにおいてはにおいてはにおいては、、、、各国税務当局各国税務当局各国税務当局各国税務当局とととと租税条約等租税条約等租税条約等租税条約等にににに基基基基づくづくづくづく緊密緊密緊密緊密なななな連携連携連携連携をををを    

図図図図っているっているっているっている。。。。今回今回今回今回のののの情報提供情報提供情報提供情報提供はははは、、、、国際的国際的国際的国際的なななな課税逃課税逃課税逃課税逃れやれやれやれや、、、、来年来年来年来年からからからから提出提出提出提出がががが必要必要必要必要となとなとなとな    

るるるる国外財産調書国外財産調書国外財産調書国外財産調書のののの提出義務者等提出義務者等提出義務者等提出義務者等のののの把握把握把握把握のののの端緒端緒端緒端緒になるとになるとになるとになると見込見込見込見込まれているまれているまれているまれている。。。。    

『製造業の競争力で課題示す ものづくり白書を閣議決定』 

政府は７日、「平成２４年度ものづくり基盤技術の振興施策」（ものづくり白書）を閣議決定し

た。同白書は、ものづくり基盤技術振興基本法第６条に基づき、政府がものづくり基盤技術の振

興に関して講じた施策に関する報告書。昨年同様、経済産業省、厚生労働省、文部科学省の３省

共同で作成作業を行った。経産省が執筆した第１部第１章では、日本の製造業が直面する課題と

展望を分析。円高是正を背景に、足下では業況が改善しているが、中・長期的には競争力の低下

が懸念されるとの認識に基づき、「立地環境の整備」、「技術・設備の維持・強化」、「ビジネスモ

デルの変革」、「新陳代謝の促進」という４つの観点から、製造業の「競争力」に関する課題と今

後の方向性を示した。白書は、コモディティー化が進んだ分野では、自前主義にこだわることな

く、外部資源を積極的に生産委託するようなビジネスモデルへの転換を行うか、世界と競争でき

る事業規模を確保するため、再編等を通じた“グローバルメジャー”企業を目指すべきだと指摘。

不採算部門不採算部門不採算部門不採算部門のののの経営資源経営資源経営資源経営資源をををを活用活用活用活用したしたしたした事業転換事業転換事業転換事業転換やややや新分野新分野新分野新分野（（（（再生医療分野再生医療分野再生医療分野再生医療分野、、、、環境環境環境環境エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー分野分野分野分野、、、、農商農商農商農商

工連携分野等工連携分野等工連携分野等工連携分野等））））でのでのでのでの創業創業創業創業、、、、中小企業中小企業中小企業中小企業によるによるによるによる連携連携連携連携（（（（地域資源地域資源地域資源地域資源のののの有効活用等有効活用等有効活用等有効活用等））））をををを促促促促すようなすようなすようなすような環境整備環境整備環境整備環境整備

がががが必要必要必要必要だなどとだなどとだなどとだなどと提唱提唱提唱提唱しているしているしているしている。。。。    


